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１．在中国日系企業が直面している現状と課題
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 中国EVメーカーの台頭
⇒ 日系カーメーカーの不振
⇒ 日系自動車部品メーカーの不振

 中国国産品の品質向上、国産化要求
⇒ 日本からの輸入品に依存したビジネ

スモデルの限界

 生活習慣や嗜好の違い
⇒ 日本での成功体験に基づくビジネ

スモデルがなかなか開花しない

経営現地化

 原材料の現地調達品への切替え
 現地調達品を加えた商品品揃え拡充
 現地メーカーへのノックダウン生産委

託による国産化要求対応

 中国EVメーカーに販路を持つ中国企業
への資本参加、或いはJ/V設立

 中国企業との共同での新製品開発、自
動車向け部品以外の製品開発

 日本でのビジネスモデルの現地流への
アレンジ

 中国での独自ブランド構築
 マーケティング、事業戦略構築におけ

るローカル職員の意見採り入れ
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2-1．分公司の位置付け
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分公司に法人格は無く、社内の一部門と同じ位置付けながら、税務上は独立した納税単位

【独立法人と分公司との違い】

設立登記要否
法人格（民事行
為能力）有無

決算要否 通関可否 発票発行可否 税務申告要否

独立法人 要 有 要 可 可 要

分公司 要 無 不要 可（※1） 可 可（※2）

（※1）2019年3月より可能となった。 （※2）税務上の独立採算分公司（＝経営性分公司）の場合

設立登記要否
営業活動

への従事可否
銀行口座
の開設可否

外国人の就労
手続き可否

中国人従業員の雇用可否

直接雇用 間接雇用（※3）

分公司 要 可 可 可 可 可

連絡事務所 不要 不可 不可 不可 不可 一部可（※4）

【分公司と連絡事務所との違い】

（※3）FESCO等の地元派遣会社からの人材派遣による雇用形態。 （※4）分公司向けでなければ派遣不可とする地域が増えている。
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2-2．分公司所在地での企業所得税納税（分納制）
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『地区を跨る経営の合算納税企業所得税徴収管理弁法』（国家税務総局公告2012年第57号、2013年1月1日実施）

【分公司が地元で分納する場合の企業所得税分納額の計算方法】
① 本社分納額＝課税所得金額総計×50%
② 全分支機構での分納額合計＝課税所得金額総計×50%
③ 上記②より、以下の分担項目と加重比率に基づき各分公司での分納額を計算

以下に該当する場合を除き、本社と分公司は、それぞれ地元での四半期毎の企業所得税の分納を要実施（年
度末に本社が年度合算納税精算を行い納税過不足を調整する。

① 主体生産経営機能が無く、地元で増値税を納税していない製品アフターサービス、内部研究開発、倉庫
保管等、企業内部の補助的な分公司

② 前年度に小型薄利企業に認定された企業の分公司
③ 新設の分公司は設立年度において分納不要
④ 登記を抹消した分公司は、登記抹消年度の残余期間において分納不要
⑤ 中国国外で設立された法人格を持たない分公司

分担項目 加重比率

当該分支機構営業収入÷各分支機構営業収入の合計 0.35

当該分支機構給与総額÷各分支機構給与総額の合計 0.35

当該分支機構資産総額÷各分支機構資産総額の合計 0.3

https://www.chinatax.gov.cn/chinatax/n810341/n810765/n812151/201212/c1082357/content.html
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2-3．総公司と分公司の経営範囲
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４. 余白／ヘッダー・フッター

【総公司と分公司の経営範囲（例）】

企業類型 経営範囲（例）

生産・販売
総公司

半導体デバイス専用設備の製造、
機械電気設備の製造

分公司 半導体デバイス専用設備の販売

販売
総公司 塗料販売（危険化学品を除く）

分公司 塗料販売（危険化学品を除く）

飲食
総公司 レストラン管理

分公司 レストランサービス

生産・販売
総公司 食品販売、食品添加剤販売

分公司 食品生産、食品添加剤生産

管理・生産

総公司 企業本部管理

分公司 危険化学品生産

分公司 危険化学品販売

☆ 分公司の経営範囲 ＞ 総公司の経営範囲も可
能（但し、生産型分公司の場合、その設立に
地元政府が同意することが前提）

【経営範囲規範記述照会システム】
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2-４．日系企業の再編事例(1)
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【生産型企業同士の統合】

B社の経営期限到来
⇒不更新を株主決定

【生産型企業Ａ社】

【生産型企業B社】

A社の販売分公司をB社所在地に設立し営業機能を移管

B社を会社清算・人員整理、A社にB社の製造機能を移管

【A社の販売分公司】【A社存続：総公司】

営業機能移管、

営業人員移籍

製造機能移管
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2-４．日系企業の再編事例(2)
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【道路輸送企業同士の統合】

【道路輸送企業C社】

【道路輸送企業D社】

D社をC社に吸収合併し、D社所在地にC社の分公司設立

【C社の分公司】【C社存続：総公司】

機能移管、人員移籍
吸収合併

【D社登記抹消】

「道路輸送許可証」を再取得
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2-４．日系企業の再編事例(3)
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【商業企業同士の統合】

【商業企業E社】

【商業企業F社】

F社所在地にE社の分公司を設立し、F社を会社清算

【E社の分公司】【E社存続：総公司】

機能移管、人員移籍
機能移管

【F社会社清算】
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2-４．日系企業の再編事例(4)
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【生産型企業の再編】

G社の土地使用期限到来
⇒期限延長不可

【生産型企業G社】

【G社の生産型分公司】

G社を商業企業に転換（経営範囲変更）

G社は土地使用権を地元政府に期日返還

【G社の生産型分公司】【G社：総公司】

経営範囲変更により商業企業化
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2-４．日系企業の再編事例(5)
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【生産型企業同士の統合】

H社の土地使用期限到来
⇒期限延長不可

【生産型企業H社】

【生産型企業I社】

H社を商業企業に転換、I社所在地に生産型分公司設立

I社を登記抹消、H社生産型分公司にI社の製造機能を移管

【H社の生産型分公司】【H社存続：総公司】

製造機能移管、人員移籍
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3-1. 事業再編時の資金調達：会社清算（普通清算）スケジュール

標準所要期間（ヶ月）

手続き項目

1 労務対策検討・人員整理方案策定

2 株主会での会社解散決議

3 清算組メンバー登記

4 従業員向公示～労働契約終止協議書締結

5 製品供給責任期間

6 清算公告（45日）、債権者への通知

7 資産、負債の整理

8 清算期間に対する会計監査

9 税務監査、税務登記抹消

10 税関登記抹消

11 その他登記抹消

12 会社登記抹消、営業許可証返還

13 外貨登記抹消

14 清算剰余金の送金

15 社会保険登記抹消

16 人民元基本口座閉鎖

12 13 14 15 16 17111 2 3 4 5 6 7 8 9 10
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3-2. 事業再編時の資金調達：清算シミュレーション（例）

【清算開始前のB/S】

• 普通清算の一般的スケジュールは3-1の
通りであり、大まかには、株主による会
社清算決議→人員整理→資産と負債の整
理→税務抹消→清算剰余金の株主宛送金
→会社登記抹消の流れになる。

• 人員整理時に経済補償金の支払いが必要
となり、これを手許現預金で賄えるか、
また、普通清算では、全債務の弁済が前
提となる為、最終の資金収支がプラスに
なるかが、清算開始前に確認すべき最大
のポイントとなる。

• 最終資金収支がマイナスになる場合、増
資（但し、清算開始前に要実施）又は親
子ローンにより追加資金を投入して債務
弁済資金を調達するか、出資者より債権
放棄を受ける必要がある。

• 右のB/Sを基に簡易的な清算シミュレー
ションを行うこととする。

単位：千人民元

　流動資産 14,526 　流動負債 5,184

現預金 5,155 買掛金 3,222

売掛金 2,088 短期借入金 0

その他未収金 231 その他流動負債 1,962

棚卸資産 6,289 　固定負債 12,000

その他流動資産 763 長期借入金 12,000

　非流動資産 6,272 　所有者権益 3,614

固定資産（設備） 5,689 資本金 15,000

固定資産（建屋） 0 資本準備金 0

無形資産 0 法定積立金 1,065

繰延資産 583 未処分利益 (12,451)

　資産計 20,798 　負債・資本計 20,798

（※）長期貸付金12百万元は日本出資者からの貸付金

借方 貸方
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【資産処分損益】

• 売掛金の回収率は80%とし、棚
卸資産は70%、固定資産は60%
で現金化可能と仮定した。

• その他未収金は60%、その他流
動資産は50%回収とし、繰延資
産は現金化率ゼロとした。普通清
算なので債務は全債務の弁済を前
提とする。

• 資産の回収率・掛け目は、厳密な
査定をせず、随意に設定したもの
なので、当該比率が変わると処分
損益も変化する。

• 回収額・売却額と清算前の資産簿
価との差額が資産処分損である右
記の試算結果、資産処分損は
5,255千元となる。

3-2. 事業再編時の資金調達：清算シミュレーション（例）

単位：千人民元

　流動資産 14,526 --- 12,129 -2,397 　流動負債 5,184

現預金 5,155 100% 5,155 0 買掛金 3,222

売掛金 2,088 80% 1,670 -418 短期借入金 0

その他未収金 231 60% 139 -92 その他流動負債 1,962

棚卸資産 6,289 70% 4,402 -1,887 　固定負債 12,000

その他流動資産 763 50% 763 0 長期借入金 12,000

　固定資産 6,272 --- 3,413 -2,859 　所有者権益 3,614

固定資産（設備） 5,689 60% 3,413 -2,276 資本金 15,000

固定資産（建屋） 0 0% 0 0 資本準備金 0

無形資産 0 0% 0 0 法定積立金 1,065

繰延資産 583 0% 0 -583 未処分利益 -12,451

　資産計 20,798 --- 15,543 -5,255 　負債・資本計 20,798

清算前借方項目 清算前
回収率

掛け目

回収額

売却額

資産処分

損益
貸方項目
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3-2. 事業再編時の資金調達：清算シミュレーション（例）

【資金収支と清算期間中の損益】

• 資金収支の資産回収額は、前頁の試算
による現金化可能額を反映している。

• 資金支出額中の赤枠内が清算費用であ
る。清算人員労務費として、清算期間
中の残務処理人員の労務費（給与＋社
会保険）は15千元、期間12ヶ月、人
数1名として計算した。

• 経済補償金は、従業員数30名、平均
給与10千元、平均勤続年数10年、
N+2を支給する前提とした。

• その他清算費用として、予備金200千
元を想定する。

• 会計監査費用は任意の数字である。

• 前頁での試算により算出された資産処
分損に、清算費用を加えた9,335千元
が清算期間中の損失として、清算開始
前の累損額に加算される。

単位：千人民元

金額

期首現預金残高 5,155

債権回収 2,572

棚卸資産売却 4,402

固定資産売却 3,413

その他収入 0

資金回収額計 10,388

現有負債返済 17,184

清算人員労務費 180

経済補償金 3,600

資産売却関連税 0

会計監査費用 100

その他清算費用 200

企業所得税 0

資金支出額計 21,264

（うち、清算費用） 4,080

期末現預金残高 -5,721

清算期間中の資金収支

単位：千人民元

項目 金額

(1)資産処分関連損益 -5,255

売掛金回収損益 -418

未収金回収損益 -92

在庫売却損益 -1,887

固定資産処分損益 -2,859

(2)清算費用 4,080

清算人員労務費 180

経済補償金 3,600

資産売却関連税 0

会計監査費用 100

その他清算費用 200

(3)清算期間損益合計 -9,335

(4)企業所得税 0

(5)清算期間最終損益 -9,335
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3-2. 事業再編時の資金調達：清算シミュレーション（例）

【会社清算完了時のB/S】

• 以上の試算により残余資金は-5,721千元と
なり、会社清算の為の資金が不足する結果
となった。

• ゆえに、普通清算を前提とする場合、増資
または出資者からの追加での貸付（親子ロ
ーン）により追加資金を投入しなければ、
或いは、出資者からの既存貸付の一部債権
放棄を行わなければ、清算を結了すること
ができないことになる。尚、増資は清算開
始前に実施する必要がある。

• 出資者が貸付債権を放棄する場合、清算対
象会社に同額の営業外収入が計上される。
これに対し、利益と通算可能な税務上の損
失が無い場合、企業所得税（25%）の納税
が発生する。加えて、出資者側で債権放棄
額が税務上の損金として認められるか否か
を考慮する必要がある。

単位：千人民元

　流動資産 (5,721) 　流動負債 0

現預金 (5,721) 買掛金 0

売掛金 0 短期借入金 0

その他未収金 0 その他流動負債 0

棚卸資産 0 　固定負債 0

その他流動資産 0 長期借入金 0

　固定資産 0 　所有者権益 (5,721)

工場建屋 0 資本金 15,000

土地使用権 0 資本準備金 0

生産設備 0 法定積立金 1,065

その他固定資産 0 未処分利益 (21,786)

　資産計 (5,721) 　負債・資本計 (5,721)

借方 貸方
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3-3．事業再編時の資金調達：一般的な資金調達方法とその差異比較
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【中国現地法人の資金調達方法】

1.増資 現出資者（日本本社）からの増資受入れ

新出資者からの増資受入れ（第三者割当増資）

2.借入 中国内銀行からの借入

現出資者（日本本社）からの借入（親子ローン）

中国内グループ会社からの委託貸付

3.その他：売掛・買掛サイトの調整（回収期間短縮・支払期間延長）、新株発行、社債発行、
リースバック、売掛債権流動化等

増資 借入

金利負担 無し 有り

金額制限 無し 基本的に有り

使途制限
資本項目外貨の不動産投資、国内投資への利用は不可

上記以外制限無し 契約で使途を約定

返済（返還）方法 配当金 元利金返済

【増資と借入の差異】
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3-4．事業再編時の資金調達：外商投資企業の資金調達関連規制
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① 資本金関連で既に撤廃された事項 ⇒ 最低資本金規制、登録資本金払い込み後の出資監査と工商局
への報告義務。※登録資本金の払い込み期限は新『会社法』（2024/7～）にて5年と再規定。

② 総投資額＝資本金＋借入金：会社の設立運営に必要な資金の総額、合弁契約や会社定款に規定する
生産規模に応じて投入する必要のある基本建設資金及び生産運転資金の総和。（根拠：旧『合弁法』
及び『独資法』）

③ 投注差（外債借入枠）＝総投資額ー登録資本金（中国語；注冊資本）

※投注差による外債借入制限については後述。

④ 外商投資企業の設立・変更・解散 ⇒ 商務部門による事前審査・認可制は廃止され、2016年10月
より届出・備案制に変更された。

総投資額 登録資本金

300万米ドル未満 70％以上

300万米ドル以上1,000万米ドル未満 50％以上（最低210万米ドル）

1,000万米ドル以上3,000万米ドル未満 40％以上（最低500万米ドル）

3,000万米ドル以上 33.3％以上（最低1,200万米ドル）

『中外合弁(合資経営)企業の登録資本と投資総額との比率に関する暫定施行規定』(1987年3月1日国家工商行政管
理局公布、同日施行)第3条
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3-５．事業再編時の資金調達：現出資者からの増資手続きフロー
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手続き内容 関係当局等 所要期間

1 株主決議書、変更定款等の必要提出書類の作成 ----- 1～2ヶ月

2 会社変更登記～新営業許可証取得 市場監督管理局 2週間

3 企業情報変更登録 中国国家企業信用情報公示システム -----

4 新営業許可証取得後の変更登記（5.以下と併行実施可） 税関、税務局、外貨管理局 （1ヶ月）

5 増資用の資本金専用口座開設または限度額変更 取引銀行 1～2日

6 出資者からの増資金送金～口座着金 ----- 1日

7 増資金用途に応じたエビデンス提出 ----- -----

8 増資金の引き出しまたは人民元転による支払い 取引銀行 即日

【会社変更登記時の必要提出書類】
※資本金額以外、董事会構成、経営範囲、生産規模・生産品目（生産型企業の場合）等に変更が無いことを前提とする。

①増資引受け同意と定款修正に関する出資者の株主決議書
②出資者への増資引受け要請と定款修正に関する現地法人の董事会議事録
③定款修正案
④企業変更（届出）登記申請書（市場監督管理局所定様式）
⑤現地法人の営業許可証副本コピー
⑥現地法人の定款コピー（設立時以降、その後の定款変更分全て）
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3-６．事業再編時の資金調達：親子ローン関連手続きフロー
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手続き内容 関係当局等 所要期間

1 現地法人と日本本社間での借入契約書締結 ----- 0.5～1ヶ月

2 外債登記（外債限度額管理モデル(*)の登録） 外貨管理局 20営業日

3 外債専用口座開設 取引銀行 1～2日

4 日本本社からの貸付金送金～口座着金 ----- 1日

5 借入金用途のエビデンス提出、借入金引き出しまたは人民元転支払い 取引銀行 即日

【外債登記時の必要提出書類】（マクロプルーデンス管理モデルの場合）

① 外債契約締結登記申請書（様式適宜、公章押印）
② 親子ローン契約書原本（原本提示し、公章押印した写しを提出）
③ 営業許可証（原本提示し、公章押印した写しを提出）
④ マクロプルーデンス状況表（外貨管理局フォーム）
⑤ 国内機構外債登記表（外貨管理局フォーム）
⑥ 直近年度の会計監査報告書
⑦ （必要時）発展改革委員会が発行した中長期外債に関する「審査登記証明」（原本提示し、

公印押印した写しを提出）（※）≪企業中長期外債審査登記管理弁法≫（国家発展改革委員会令第56号
、2023年2月より施行）により、企業が中長期外債を借り入れる場合、発展改革委員会にて 外債審査登
記等の手続きを行う必要有り（外商投資企業が投注差モデルで借り入れる場合、手続きは不要）。

(*①)投注差モデル：

(*②)マクロプルーデンス管理モデル：企業の直近会計年度末の純資産額に基づき外債限度額を計算する方式。一旦マクロ
プルーデンス管理モデルを選択すると、投注差モデルへの変更は不可。

投注差

42.8万米ドル

総投資額

142.8万米ドル 登録資本金

（70%）

100万米ドル
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3-7．事業再編時の資金調達：外債管理モデル比較
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(*1)～(*3)については次頁に記載

(※）残高管理：外債の現在借入残高により外債枠を管理（外債返済後は外債枠が復活し、外債枠の反復利用が可能）。
発生額管理：過去からの外債の累計借入額により外債枠を管理（外債を返済しても外債枠は復活せず、反復利用不可）

マクロプルーデンス管理モデル

外債限度額 純資産額の3.5倍(*2)

借入通貨 外貨

借入期間 1年以下（短期） 1年超（中長期）

管理方式 残高管理 発生額管理

ロールオーバー規制は無いが、単純

に借入金額＝外債残高とはならない

点に要注意(*3)

相対比較
・内部留保の厚い企業に有利。

・外債は全て残高管理の点は有利。

外債残高管理上

の留意事項

短期借入のロールオーバーにより中長

期外債の扱いとなるかどうか（投注差

を消化するかどうか）は地方によって

運用が異なる。

二回目以降のロールオーバー

は投注差を消化

・資本金大の企業、投資性公司やリース会社に有利。

・発生額管理を受ける外債が多い場合には不利。

投注差モデル

投注差＝総投資額－登録資本金(*1)

　外債借入限度額の管理方式

人民元

短期・中長期共に残高管理短期・中長期共に発生額管理（一部地

域では短期借入に残高管理を適用）
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3-７．事業再編時の資金調達：外債管理モデル比較
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(*1) 投注差モデルにて資本金が全額払い込まれていない場合、外債限度額＝投注差×資本金払込比率

(*2) マクロプルーデンス管理モデルの外債限度額＝純資産金額（直近の監査済財務報告書による）×融資
レバレッジ率×マクロプルーデンス政策因数

(*3) マクロプルーデンス管理モデルにおける借入金額＝人民元・外貨融資残高×①期間リスク転換因数×
②類型リスク転換因数＋外貨融資残高×③為替リスク転換因数

融資レバレッジ率：企業「2」、マクロプルーデンス政策因数：「1.75」（ 2025年1月より）

（例）短期外貨借入残高100の場合：100×（1.5+0.5）＝200
中長期人民元借入残高100の場合：100×1×1＝100

① 期間リスク転換因数：短期（返済期限1年以内）⇒ 1.5、中長期（返済期限1年超）⇒ 1
② 類型リスク転換因数：オンバランス融資 ⇒ 1、オフバランス融資（偶発債務）⇒ 1
③ 為替リスク転換因数：0.5
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4-1．日系企業の破産事例

【上海市所在企業の前述3-2の事例】従業員全員の解雇を完了し、経済補償金支払い後、普通清算開始。日本の
出資者向け借入債務だけを残した状態で、税務登記抹消段階より破産プロセスに移行。

時期 法定プロセス 詳細内容

2024年5月 破産申請と受理

オンライン上で上海市中級人民法院宛に破産申請～7月立案

《提出書類》①営業許可証、②法定代表者のパスポートコピー、③授権委託書、④定
款、⑤会社破産に関する株主会決議、⑥直近の貸借対照表、⑦直近期の会計監査報告
書、⑧資産状況明細、⑨債権リスト、⑩債務リスト、⑪従業員名簿、⑫給与明細、⑬
社会保険明細、⑭人員整理方案、⑮資料送達住所確認書、⑯その他人民法院が要求す
る資料・書類

8月：オンライン法廷開廷、10月：破産申請受理の民事裁定書送達、同月：上海市高
級人民法院の抽選により、北京の律師事務所の上海分所を管理人として指定する公告

2024年12月 債権申告と登記 債権者より管理人に対し債権申告、管理人が申告内容を登記・審査

2025年1月 債権者会議
上海市中級人民法院にてオンライン開催、弊社提携弁護士に委託して代理出廷、同
月：債権額認定の民事裁定書送達（第一順位；労働者債権/0元、第二順位；社会保険
費用、税金債権/0元、第三順位；日本出資者の貸付債権/5,721千元）

2025年3月 破産宣告
債権者会議の結果、債務調整、和解の申し立て無く、上海市中級人民法院より破産宣
告の民事裁定書送達、＜その後の法定プロセス＞管理人による破産財産の換価→破産
財産の分配方案編成→法定順序に従っての債務償還→人民法院に対する清算作業報告

2024年4月 破産手続き終結
管理人による破産財産分配完了を受け、上海市中級人民法院より破産プロセス終結の
民事裁定書送達、対象企業の法人登記抹消
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4-2．『破産法』（2007年6月1日施行）に定める債務弁済順位

債務類別 対応規定 詳細内容

1. 別除権対象債務
109条
110条

• 担保権が設定された債務を指し、破産手続きの例外として優先弁済対象となる。
• 優先弁済権を行使後も未弁済額が残る場合、当該残部分は普通債務となる。

2. 破産費用
41条
113条

①破産案件の訴訟費用 ②債務者の財産を管理・換価・分配するための費用 ③管財人の
職務執行費用・報酬と、事務員を雇うための費用

3. 共益債務
42条
43条
113条

破産申請を人民法院が受理した後に生じる次の債務は優先的に弁済される。債務者の財産
が不足して共益債務の全額弁済を行うことができない場合は、按分となる。
① 管財人又は債務者が、締結する契約のうち、当事者のいずれも未履行のものについて、

相手方当事者に履行を求めることで生じた債務
② 債権者財産が事務管理を受けたために生じた債務
③ 債務者の不当利得によって生じた債務
④ 債務者が継続経営の為に支払う必要のある労働報酬・社会保険料
⑤ 管財人又は関係者の職務執行によって他者が損害を受けたことによって生じた債務
⑥ 債務者の財産によって他者が損害を受けたことによって生じた債務

4. 破産分配 113条

破産費用・共益債務弁済後、次の順位で各種債務の弁済（破産財産の分配）を行なう。破
産財産が不足して同順位の全額弁済を行うことができない場合、按分により分配する。董
事・監事・高級管理職の給与は、同社従業員の平均給与として計算される。
第一順位：破産者が未払いの従業員の給与、医療・障害補助・救済の費用、従業員個人口

座に振り込まなければならない基本養老保険料・基本医療保険料、従業員に対
しての支払いが法律・行政法規に規定されている補償金

第二順位：上記第一順位以外の、破産者が未払いの社会保険料・税金
第三順位：普通財産債務

https://flk.npc.gov.cn/detail2.html?MmM5MDlmZGQ2NzhiZjE3OTAxNjc4YmY2M2M3YzAzNDM
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5-1. 華鐘コンサルタントグループの強み
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総合コンサルティング

調査

中国での
生活情報

会計

法務

IT・
システム

ビザ
就労許可

設立再編等
行政手続き工場建設

企業税務

日・中翻訳

個人
所得税

－多分野の専門コンサルタントが在籍
しており、中国ビジネスにおける
あらゆる課題に対し
ワンストップで総合的な
対応が可能です。

－特に事業再編分野に

関しては、人事・労務

対政府行政折衝、法務、

税務・会計対応面での豊富

な実務経験に基づき各種の

ソリューションをご提供致します。

豊富な実務経験と対応実績
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5-2. 華鐘コンサルタントグループの実績紹介

27

各種案件の取扱い数

行政手続 217社

人員整理 199社

設立 184社

工事管理(CM) 40件

移転補償交渉 37件

設立 258社

* 商社/物流倉庫/開発/

コンサルティング/

飲食/投資性公司 等

各種業界 125件

* 繊維・アパレル/

化粧品/食品/機械/

電子・通信 等

非製造法人製造拠点 会社清算 市場調査
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5-3. 華鐘コンサルタントグループの業務内容
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②調査

③ソリューション

④マッチング

コンサルティング
会員サービス（無償Q&A）

＋有償対応

行政手続き・社内業務のアウトソースにより
社内リソースを主事業に充てることができ、
正確な結果への近道を提供

大陸中国地区全域を対象に、各種業界のマー
ケット情報や、特定の競合先企業・取引先企
業の情報、企業リスク情報等を独自のノウハ
ウで取得し報告

中国法令のみならず、実務経験に裏打ちされ
た問題解決案の提供により、リスク最小化・
事業効率化を促進

取引相手やパートナー等、シーンやニーズに見合う企業・研究機関・
政府関係機関等とのコンタクトと意思疎通を促進

会員制の各種サービス

①アウトソーシング
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5-4. 華鐘コンサルタントグループの業務内容
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①アウトソーシング

②調査

③ソリューション

④マッチング

コンサルティング
会員サービス（無償Q&A）

＋有償対応

■拠点設立 ▶会社・代表処・分公司

■拠点再編 ▶持分譲渡・清算・合併・増減資

■許認可取得 ▶危険化学品・医療器械・食品
■バックオフィス ▶会計・人事・個人所得税

■ビザ ▶就労許可・居留許可・永住権

■市場調査 ▶各種業界・地域・市場動向

■企業調査 ▶ DD・競合・取引先

■バリュエーション ▶企業価値・資産評価
■開発区調査 ▶工場・産業政策・誘致条件

■知財権調査 ▶商標・特許・著作権

■企業経営 ▶会計・税務・労務・法務・IT

■企業再編 ▶譲渡・清算・合併・人員整理

■ビジネススキーム ▶税制・貿易・契約
■立退き・工場建設 ▶補償金交渉

■データ管理 ▶個人情報保護・セキュリティ

■日本企業にニーズのある場合 ▶提携候補先の検索と連絡取次・商談支援

■中国企業にニーズのある場合 ▶日本の大学/企業の検索と連絡取次・通訳

会員制の各種サービス
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拠点（中国3拠点／日本2拠点の体制）

華北

華東

華南

広州分公司
大阪本社

中国3拠点と日本本社

のスタッフが、中国本土全域

及び日本国内でサポート致し

ます。

中国本土
全域

業務委託先
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例）個人所得税納付サービス

日本本社現地法人

税務局

弊社
(華鐘)

出向者
（中国駐在員）

源泉納税
（現地給与のみ）

●中国現地給与については
源泉徴収処理(会社名義)

⇓
●日本給与を含む給与全額

を基に[華鐘]が税額計算

不足額を代理申告納付
(駐在員個人名義)

※ 駐在員の給与総額は、
現地ではノータッチ

現
地
給
与

日
本
給
与

差額申告納税
（日･中合算給与）

• 給与証明発行
• 税額の送金

正確な税計算・

給与情報管理を
現地法人と切り離し



ご清聴ありがとうございました。

主にセミナー案内等

弊社のニュースをお知らせ

中国の政策情報・

中国での生活情報等

をタイムリーに共有

サービスアカウント

（服务号）

購読アカウント

（公众号）

中国ビジネス関連でのご相談は、

私たち
かしょう

華鐘コンサルタントグループに

ご連絡ください。

●会員のお客様：担当者へご連絡ください

●その他のお客様：shcs@shcs.com.cn

弊社には微信公式アカウントが2つあります。

フォローをよろしくお願いします。


